
１． 国立病院機構等について 

 

(１) 国立病院機構について 

 
○ 国立病院機構の概要 

独立行政法人国立病院機構は、全国で 144 病院、55,577 床を運営し、結

核、重症心身障害、筋ジストロフィー等のセイフティネット分野の医療を

提供するとともに、４疾病５事業を中心に地域の医療水準の向上、地域の

医療機関との連携、強化に取り組んでいる。また、全国的な病院ネットワ

ークを活用して、ＥＢＭ（根拠に基づく医療）研究等の大規模臨床研究や

治験の推進、質の高い医師、看護師等の育成、教育研修等を実施するとと

もに、災害の発生や新型インフルエンザ等新興・再興感染症の勃発等の公

衆衛生上の重大な危害に対して、国や地方自治体と連携して、迅速・適切

に対応している。 
 
 ○ 国立病院機構に対する補助金等について 
   国からの運営費交付金は、現在では国期間分の退職給付費用や臨床研究

事業経費等のみを対象として交付されており、平成２３年度より、救急事

業をはじめとした診療事業には運営費交付金の措置は行われていない。こ

のため、診療事業については、診療収入や地方公共団体からの補助金等に

より運営されており、一般の医療機関と変わりがないものとなっている。 
昨年、国立病院機構が実施した補助金の受入状況調査では、救命救急セ

ンターを運営している１８の国立病院機構病院への補助実績はゼロである

など、地域医療に積極的に貢献しているものの、補助金が受けられていな

い状況が明らかになっている。 
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の改正により、平成２４

年度からは独立行政法人への補助金の交付が各都道府県の自主的な判断に

委ねられたところでもあり、国立病院機構が、さらなる地域医療への貢献

等が可能となるよう、補助金等の交付について可能な限り国立病院機構を

他の医療機関と同様の扱いとしてくださるようお願いしたい。 
                          －（参考：別紙１） 

 
○ 国立病院機構の新法人への移行について 
   なお、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成 24 年１

月 20 日閣議決定）」に基づき、国立病院機構は、平成 26 年４月から、自

律的かつ効率的な経営の実現を目指し、独立行政法人ではなく、新たな固
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有の根拠法に基づく法人に移行することとされていたが、当該閣議決定は、

「平成 25 年度予算編成の基本方針（平成 25 年１月 24 日閣議決定）」によ

り、当面凍結し、独立行政法人の見直しについては、引き続き検討するこ

ととされた。                   －（参考：別紙２） 
    今後の国立病院機構のあり方についても、質の高い医療が適切に提供で

きるよう、独立行政法人改革の動向を踏まえつつ、引き続き検討を進めて

まいりたい。 
 

(２) 国立高度専門医療研究センターについて 

 

○ 国立高度専門医療研究センターの概要 
   国立高度専門医療研究センター〈以下「ＮＣ」という。〉は、平成 22 年

4 月 1 日に独立行政法人へ移行する形で設置された、６つの研究開発型法

人である（6ＮＣ合計 4,413 床）。各ＮＣは、国民の健康に重大な影響のあ

る、がんその他の悪性新生物、循環器病、精神・神経疾患等、感染症その

他の疾患、成育に係る疾患、加齢に伴う疾患に係る医療の調査、研究及び

技術の開発、これらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修、

医療政策の提言等の業務を行い、国内の医療水準をリードし、国際的な医

療研究のネットワークに参画できる機関である。 
 
○ 国立高度専門医療研究センターの組織・業務等の見直しについて  
   ＮＣについては、「高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関

する法律」（平成 20 年法律第 93 号）〈以下「ＮＣ法」という。〉附則第 24
条で、法律の施行後３年以内に、ＮＣの組織及び業務について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされており、また、「独立行

政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成 24 年１月 20 日閣議決定）」

において、ＮＣ法附則第 24 条に基づく検討を行うとともに、その際には、

医療や創薬に関係する他の研究所との統合や機能面による再整理も含め、

既存の枠組みにとらわれない検討を進めることとされている。 
   このため、「国立高度専門医療研究センターの在り方に関する検討会」を

設置し、検討していたが、当該閣議決定は、「平成 25 年度予算編成の基本

方針（平成 25 年１月 24 日閣議決定）」により、当面凍結し、独立行政法

人の見直しについては、引き続き検討することとされた。 
－（参考：別紙２） 

    今後の国立高度専門医療研究センターのあり方について、独立行政法人

改革の動向を踏まえつつ、引き続き検討を進めてまいりたい。 
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(３) 国立ハンセン病療養所について 

○ 国立ハンセン病療養所は、全国に 13 カ所あり、入所者の平均年齢は 82.1
歳（平成 24 年５月現在）で、高齢化に伴い、ハンセン病の後遺症に加え、

生活習慣病等の合併症、身体機能や視覚機能の低下等により、日常生活の不

自由度が進行し、医療の必要性と多様性が増してきている。 
  このような実状を踏まえ、療養所内におけるプライマリーケア、リハビリ

テーション機能の充実を図るとともに、療養所内で対応できない専門的な医

療については、療養所外の医療機関と連携して委託治療の充実に努めている。 
 
○ 「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」が平成 21 年４月１日に施

行されたことにより、入所者の終生の在園保障が法制化され、また、入所

者の良好な生活環境を確保するために、療養所の地域開放が可能となった

ことから、保育所の開所（菊地恵楓園及び多磨全生園）、入院病床の一部

保険適用化（沖縄愛楽園及び宮古南静園）が行われている。 
 
◎国立病院及び国立ハンセン病療養所について、関係する自治体のご支援、

ご協力を引き続きよろしくお願いします。 
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別紙２ 

 

高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律 （抄） 

（平成 20 年 12月 19 日法律第 93 号）  

附則 （検討） 

第二十四条 

 政府は、この法律の施行後三年以内に、その業務として研究及び開発を行う他の独

立行政法人の見直しその他の独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏まえ、国

立高度専門医療研究センターの業務についての社会的な評価を含む業務の実施状況

その他この法律の施行の状況を勘案し、国立高度専門医療研究センターの組織及び業

務について、独立行政法人として存続させることの適否を含めた検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成 24年１月 20日閣議決定）（抄） 

 

【国立病院機構】 

○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とする。 

○ 国が担うべき政策医療等について、国全体として無駄のない効率的な医療提供

体制の下で、医療法の体系も踏まえ、国が適切に関与しつつ、確実に実施すると

ともに、自律的かつ効率的な経営の実現を目指す。 

○ 具体的な制度の在り方については、例えば、国民負担の最小化、担うべき政策

医療の明確化、国との関係の明確化、適切な目標管理システムの構築、民間医療

機関との役割分担、組織肥大化の防止、医療の質の向上、財務の透明性確保、適

正な利益配分等の観点から検討を進める。 

○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とするまでに、職員の非公務員化に伴う

問題の解決に向けた所要の調整を行う。 

○ 労働者健康福祉機構との連携を進めつつ、将来の統合も視野に入れた具体的な

検討を行う。 

【国立高度専門医療研究センター（国立がん研究センター、国立循環器病研究センタ

ー、国立精神・神経医療研究センター、国立国際医療研究センター、国立成育医療

研究センター及び国立長寿医療研究センター）】 

 ○ 高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成 20 年法

律第 93号）の附則第 24条の規定に基づき、この法律の施行後３年以内に、独立

行政法人として存続させることの適否を含めた検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずることとされている。その際、医療や創薬に関係する他の研究

所との統合や機能面による再整理を含め、既存の枠組みにとらわれない検討を進

める。 

125



 

平成 25年度予算編成の基本方針（平成 25年１月 24 日閣議決定）（抄） 

 

特別会計及び独立行政法人の見直しについては、「特別会計改革の基本方針」（平成

24年１月 24日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」

（平成 24年１月 20日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍

結し、平成 25年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成するものとする。特別

会計及び独立行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組む。 
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